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暗号資産の移転に際しての移転元・移転先情報の通知等 

（トラベルルール）について（要請） 

１．概要 

○ マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策は、各国が協調して実行して

いくことが重要であり、FATF（金融作業部会）において、その国際基準（FATF

基準）が策定されている。 

〇 暗号資産交換業者に対しても、FATF基準を踏まえ、「犯罪による収益の移転

防止に関する法律」や「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関す

るガイドライン」において、各種措置を講ずることが求められているほか、 

「資金決済に関する法律」第 63 条の 10 に基づく「暗号資産交換業者に関す

る内閣府令」第 23条第１項第１号においても、暗号資産交換業の適正かつ確

実な遂行を確保するために必要な体制を整備することが求められている。 

〇 こうした中、2019年６月に FATF基準が改訂され、暗号資産交換業者に対し

て、暗号資産の移転に際し、その移転元・移転先に関する情報を取得し、移転

先が利用する暗号資産交換業者に通知することを求める規制（トラベルルー

ル）を各国において導入・履行することが求められているところである。 

２．要請事項 

〇 日本の暗号資産交換業者においても、国際的に協調して実効的なマネー・ロ

ーンダリング及びテロ資金供与対策を実施する観点から、暗号資産の移転に

係る通知等（トラベルルール）を的確に実施していくことが求められる。 

〇 貴協会においても、2022年４月を目途に、暗号資産の移転に係る通知等（ト

ラベルルール）に関する自主規制規則の導入を目指し、検討を進めているとこ

ろと承知しているが、暗号資産交換業者においては、暗号資産交換業の適正か

つ確実な遂行を確保する観点から、暗号資産の移転に係る通知等（トラベルル

ール）の的確な実施に向けた検討を進め、技術面や運用面での課題を解決し、

速やかに暗号資産の移転に係る通知等（トラベルルール）を実施するために必

要な体制を整備していただきたいので、貴協会会員宛に周知徹底をよろしく

お願いしたい。また、貴協会においても、貴協会会員の取組のサポートをお願

いしたい。 
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